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１．これまでの経緯 

東南海地震は 100 年～200 年周期で発生し、今後 30 年以内の発生確率は 70～80%、静岡県内の死者数は、

105,000 人と予想されており静岡県でも対策が必要とされていた。 

そんな中 2011 年３月に発生した東日本大震災を機に、静岡県県内透析施設の連係構築のため、多くの施設が所属して

いる静岡県腎不全研究会を中心に、2015 年 9 月に「災害時透析拠点施設連絡協議会」が設立された。本連絡協議会は

静岡県庁疾病対策課と連携し、二次医療圏（保健所）を単位に災害対策を進めることを基本として、県内を 9 ブロックへ分

割した。（図 1） 

 

図１ 静岡県内災害時透析圏域 

 

そして９ブロック毎に、クラッシュ症候群などの重症患者を主に受け入れる第１種災害時透析拠点施設（災害拠点病院）、

主に支援透析を行う第 2 種災害時透析拠点施設、その他の施設へと分類し、それぞれの役割を明確にした。（図２） 

 

 

図 2 静岡県の災害時古典施設透析施設整備状況 

 

 

 



 2016 年からは静岡県臨床工学技士会の呼びかけで、各ブロックのキーパーソン医師に推薦を頂いた臨床工学技士による「災

害時透析拠点施設連絡協議会ワーキンググループ」を設立し、年 2 回の会議で各ブロックでの活動報告や情報共有を行ってき

た。また、関係者のメーリングリストや LINE を活用し、静岡県庁で構築された災害時情報共有システム「FUJISAN」と共に、情

報共有を行えるように整備した。 

  これまでの活用実績は、2018 年 台風 24 号（浜松市、磐田市等）、2021 年 熱海市伊豆山地区土砂災害、2022

年 台風 15 号（静岡市清水区等）において、県内の被災状況を調査し、静岡県庁と被災状況を共有した。 

 2023 年からは県の防災訓練に、人工透析医療関係者（腎不全研究会と臨床工学技士会から派遣）が県本部の人工

透析リエゾン（図 3）として参加しており、2023 年、2024 年に本部運営訓練（図上訓練）と、実動訓練が実施された。実

動訓練から新たな問題点も明らかになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 人工透析患者等支援チームの位置付け 

２．現在の取組 

2025 年より確実な透析災害対策として協議し体制を構築していくために、各ブロックのキーパーソン医師と臨床工学技士、

県庁担当者を集めた「静岡県災害時透析拠点施設キーパーソン会議」へと規模が拡大される事となった。下記に、静岡県腎不

全研究会と静岡県災害対策本部のフロー図（図３）を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 静岡県災害時人工透析関係者 フロー図 

 

図２～図４資料提供：静岡県健康福祉部医療局 疾病対策課がん対策班 小澤 裕 様 
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